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《報告論文》

農協生産部会に お ける減農薬栽培等へ の移行条件
　　　　　　　　　

一
施設野菜 の農協間比較一

1　 は じめ に

森高　正博
＊ ・豊 　智行

＊ ＊ ・福 田　晋
＊ ＊ ・甲斐 　諭

＊ ＊

　減農薬栽培等農産物の 生産 ・流通 におい て 、従

来は 、 生協や専門流通業者が 、 地 理 的に分散 して

存在す る 農家 を組織化 して い るケ
ー

ス が 多か っ

た 。

一
方で 、近年は 、 農協 レベ ル で の認証事業、

販売事業 も盛ん に な っ て きて お り、減農薬栽培等

の面的な拡大が期待 され る 。 しか し、農協の 生産

部会に お い て 、一
部もし くは全体で減農薬栽培等

へ 移行する場合、農家間の技術格差、部会で の 意

思統
一

、 集出荷対応な どで 困難が存在する 。

　本稿は 、 経済連 に よ る認証 ・販売事業の 先進事

例で あるJA宮崎経済連 を対象に、農協生産部会で

の減農薬栽培等へ の 移行実態を明らか に し、 移行

条件 を整理する こ とである。宮崎県の 主要青果物

で ある促成 きゅ うり、 促成ピー
マ ン 、 促成 ミ ニ ト

マ トを取 り上 げ、主 な県内農協の 対応 を調査 し

た 。

　尚、経済連 の認証制度は 、2003年の 調査時点 に

お い て 国の特別栽培農産物ガ イ ドライ ン に従 っ て

お り、以下 、当該認証 を受けた農産物 を特別栽培

ない し特栽 と表記す る 。

　ただ し 、 品 目間、農協 間で は取 り組み状況に バ

ラ つ きが見 られる 。 図 1 〜3 は品 目別農協別 の作

付面積 と 、 その 内特栽認証 された面積の 割合を示

して い る 。 き ゅ うり、ピー
マ ン で は小規模な農協

にお い て特栽へ の取り組みが積極的な農協が見 ら

れ る の に対 して 、ミニ トマ トで は大規模農協 ほ ど

図 1　 促成き ゅ う り の農協別特栽認証状況
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　 図 2　 促成ピ ー
マ ン の農協別特栽認証状況
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ll　JA宮崎経済連の認証制度と認証状況

　「JA宮崎経済連特別 栽培農産物表示認証制度」

は 1999年から開始 され、農協が生 産者を取 りま と

め、農協か ら経済連 へ 栽培流 通計画を 申請 、 それ

を経済連が認証す る シ ス テ ム で ある 。

　認証実績は 、 全体で見る と着実 な伸び を示 して

お り、 2002年産で 認証農家数 4，572戸 、認証面積

2，196．68haとな っ て い る。1999年当初か らの 年平

均増加率はそれ ぞれ 82．03％ 、 111．82％で ある 。
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図 1 − 3資料 ：JA宮崎経済連資料 よ り作成 （2002年産 ）。

＊ 九州大学大学院生物資源環境科学府
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取 り組み が進ん で い る 。 また、農協別の 取 り組み

は、ミ ニ トマ ト、ピーマ ン、きゅ うりの順 に高い 。

皿　特栽へ の 取 り組 み を規定す る要因

　特栽へ の 取 り組み の 相違 に つ い て
， そ の 要因を

主な農協へ の 聞きと りか ら整理 する （表 1）。

　 1　 特別栽培技術の確立 の 程度

　品 目問の 取 り組み状況の違 い は、表 1 よ り、 i基

本的に特栽技術 の 確立 の 程度に依存 して い る こ と

が分か る 。 特に、取 り組み の 進んで い る ミニ トマ

トにつ い て は 、そ れ まで 、難防除病害の 青枯病の

発生 と単価の低迷に よ る経営悪化 に よ っ て 、農家

の 退出が続い て い た。
こ れ に対 して 、新た に開発

され た改良太陽熱消毒が従来 の 土壌消毒剤 に代替

する手法 として 定着 し、 そ の 副産物 と して 特別栽

培が可能 とな っ た 1）
。 これが 、 例外的に大規模部会

ほ ど特栽の取 り組み が 進ん だ背景 とな っ て い る 。

　 2　 グル ープ化 へ の 対応可能性

　（1） 共販 の販売力

　表 1 か ら 、 部 会全 体 で 特栽へ 移 行する ケ
ー

ス

は、部会規模がおお よそ 50戸 よ り小さ い 場合に多

く見 られる 。 こ れ ら の農協 が挙 げた理 由は 、 慣行

栽培 と特栽 と に グ ル
ー

プ化する こ とで 、農協共販

に よる定時定量及び
一

定量の 確保、品質の 安定化

とい う点で 販売交渉力が そがれ る とい う点で ある

（A 農協、B、　 D 農協 ピー
マ ン ）。実際に特栽 を少人

数で グ ル
ー

プ化 した部会では 、 これ らの点を難点

と し て挙 げて い る （B 、C 農協 きゅ うり、F農協 ピ

ー
マ ン）。グ ル ープ化で の対応が難 しく、か つ 、特

栽の 共販で 十分な販売力を確保で きない 場合は 、

部会 に お ける 特栽へ の 移行が 困難に なる。

　
一

方 、 大規模農協 に お い て 特栽の 単価が相対 的

に高 くな る 理 由 として 、ピーマ ン の よ うに市場 シ

ェ ア の 高い 品目で は安 い 市場に も分散 して 出荷す

る必要がある が 、 少数の 特栽生産者の グ ル
ー

プで

あれ ば、慣行 との 価格差が な くて も、 価格の 高い

市場 に の み 出荷で きる た め にプール価格が下が ら

な い こ と も
一

因で あ る
。

　（2） 部会 の 意思 統
一

と統制

　部会の 意思統
一

は 、 部会規模が 小さ い ほ ど容易

に な り、特 に指導的な立場の 生 産者が特栽に積極

的で ある場合 は、全体 で 移行 しやす い
。

　 また 、小規模 な部会の 場合、グ ル ープ化 した場

合の部会の統制の難 しさが挙げられる。契約先 と

長期 間の値決め販売を行うこ との 多い 特栽で は 、

特栽の 価格が慣行栽培の 価格を下 回る こ とも稀 で

はな い
。 特栽へ の 参加が 生産者の 手上 げ方式とな

表 1　品目別農協別の 特別栽培 へ の対応状況

ミニ トマ ト
一
し晶目

A A B C B D

一
マ ン　　　

ー
　 　 E

共
’

　 　 F G
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一
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一
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31
．5

の 改 良 太 陽 熱 士 病 気 お よび 害 虫の 防 除 ともに特 別 栽 培技 術 は 十分 ピ ーマ ン 自体は病気は 比較的出にくい 。害虫（ス リッ プス ）の 防 ・が 中心。
技術 壌 消 毒 の 確 立 に確 立されて い ない 。 特 別栽 培 に 取り組 む 場 合 、防 虫 ネ ッ ト．天 敵な どを利 用。

で 、特栽 技術 確
立

出 階 級 分 け まで機 す べ て 共選 。 以 前より長箱、平箱に よる個選が 1場出荷分は 、 。場で 特栽と慣行で 時 間帯でライン を分 特 栽 用 に 1ライ

対応 械 選 果 、パ ソ ク 行 の 露 地 も のと 主流。 械選果。 けて 機械選果。 ン を常設。
詰めは 手 詰 め。重 なる時 期は ラ 特 栽 の うち 、量 販 1．との 一約分 に つ い て は．その 量販 店の 様式 にあ った 。口め をする

イン の 時間帯を ため ．一度 管 内の 集 荷 場 で集 荷 した後 、広 城集 出荷 セ ン タ
ー

へ 送られ る。
分 ける。

賑 移行段階の グル
ープ 化であれ ｝ 2　 。だ けに 出 販 路 が 決 まらな 5割 が 　約 。残 り4割 が

，
約 。残 り 販 路が 決 まらな

良い が ．グル
ープ化 され た状態は 荷。十分 に は 定 い と、少人 数で は 市場出荷。 は 市場 出荷。 い と、少 人 数 で

好ましくない （PR にはなるが、定時 時定量を満たせ の 販 売 は 難 し の 販 売 は 難 し

定量を満た せ ず、販路 に苦慮 す ない 。 い ゆ い 。
る）．

収 単 価 は 慣 行 と大 契約先の 価格は 慣行の 場合．部会の 規模が大きい ため に重 、、、一場 が 分散する。い 市場にも出すた

きく変わ らない 。 2 割高 だが、生 め、プ ー
ル されて 価格は 高くならない 。特栽につ い ては 、慣行 との 価 格差 は大 きくない

資材 代も、農 薬 産 量 が減 少 す る が 、高い 価 格 がプ
ー

ル で つ ぶ れない ．
が 減った 分 と、 の で 、収益 性は 単 収 約 1万 kg、 は 高 め だ

堆 肥 の 増 加 分 と 慣行栽培と変わ 単 価 は 慣 行 よ り が 、生 産量が 減
が 相殺され て 大 らな い 。 約 30 円 ／ k＆高 少 す るの で ．収

きく変わらない 。 い 。た だし ．代替 益 性 は 慣 行 栽

資材 代が 約 10 培 と 変 わ ら な

万 円 高い 。 い 。

資料 ：聞 き取 り及 びJA宮 崎経 済連 資料 よ り作 成。
　 注 ：＊ 聞 き取 りに よ る 。
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っ て い る もとで 、生産者が市況 に応 じて 慣行栽培

と特栽 とを見合 い す る状況 に なる と、契約数量 の

確保や 晶質の安定な ど に影響を及ぼす こ と に なる

（A 農協、B 、　 D 農協ピー
マ ン）。

　
一

方、大規模農協で は 、生産者間の技術格差が

しば しば共販離れ の理由 とな っ て い るが 、 そ うし

て 離れ た系統外の 生 産者を、特栽の グ ル ープ化に

よ っ て 系統 へ 再度取 り込んで い くとい う戦略も見

られ る （B 農協 きゅ うり、 G 農協ピー
マ ン ）。

　（3） 集出荷対応

　 グ ル
ー

プ化を行 う場合 、 比較的大規模 な部会で

は 、 特栽専用の 集荷 ・選果 ライン を設け る こ とが

で きる （E、G 農協）。 小規模な部会ほ ど 、
こ うし

た集出荷対応が難 しくなる 。 基本的には、集荷時

間 を慣行と分けるこ とで対応 して い るが、どちら

かの 栽培方法が明 らかな少数派 となる場合 、 広域

集出荷セ ン タ
ー

へ の 出荷で対応するか 、 共販離れ

や リタイ ア とい っ た ケ
ー

ス も出かね な い
。

　 ただ し 、 小規模部会 にお い て も、個別選果が 進

ん で い る場合などは、グル ープ化に よ る集出荷対

応が速 い 時期 からス ム ーズ に進 んで い る （B 、 C農

協 きゅ うり）。

　（4） 農協にお ける認証事務労力の 増加

　認証 に お い て栽培確認者で ある農協は 、圃場ご

と に 月 1 回の 栽培確認 とその記録 を残す必要が あ

る 。 特 に後者の 作業は、生産者数と圃場数の 増加

に比例 して 増 えて い くた め
、 農協 の 事務対応が大

きな負担 とな っ て くる。 特栽へ 移行 した生産者の

割合が 高い 農協で は 、 本来の 指導業務 に支障が出

か ねな い 状況に な っ て きて い る （A 、E 農協）。 ま

た 、 グル ープ化 に よ り、農協は農薬の ロ
ー

テ
ー

シ

ョ ン の作成、指導な どを栽培方法別に行 わざる を

得ず、手間は 単純 に 2倍 となる 。

1V　部会全体 で の 取 り組 み継続の 条件

　本節で は、部会全体で の取 り組み を成立、継続

させ る条件 を 2農協部会の事例から検討する 。

　 1　 B農協 ピー
マ ン部会

　当部会は、30名強で県内の ピー
マ ン部会 と して

は小規模で ある 。 そ の ため 、当初か ら、特栽を行

う場合に部会全体で 移行する方針は農協と部会代

表で
一

致 して い た 。 た だ し、特栽技術で ス リ ッ プ

ス 防除 に課題 を残 し て い た こ と、部会内の 技術差

がある こ となどか ら、部会内の意見 を集約する必

要性が高か っ た 。 その ため 、 生 産者に よる減農薬

栽培運営委員 を構成 して、特栽の 基準作 り、代替

措置などの 技術の 策定、また部会の生産者の 説得

や ク レー
ム へ の 対応を行 っ て い る 。

　当部会の 移行 にお ける状況 は、部会全体で 一
つ

の 栽培方法を選択 した方が全体の利益が 高 くな る

が、どちらの 栽培方法 を採るかで 意見が 割れ る状

況 と考えられ る 。 当部会で は 、 慣行 を続けた い 生

産者を説得する形で特栽 へ 移行 したが、共販の 方

向性 につ い て 根本的な軋轢は残 る こ とに なる。今

後、特栽価格の上昇や栽培技術向上 を通 じて 、 こ

うした生産者の参加誘因を満た して い くこ とが で

きるかが 問われ る と思われ る。

　 2　 A 農協 ミニ トマ ト部会

　当部会 も2000年か ら部会全 体で 特栽 へ 移行 し

て い る 。 移行に 際して の 意思統一は ス ム ーズで 、

こ の 理由は 皿節 1 で 述べ た通 りで ある 。 しか し、

当然 、 当部会におい て も、B農協ピー
マ ン部会同様

に 、特栽の価格 を高め、部会員 の 技術格差 を埋 め

て い くこ とは課題である 。 まず 、 価格で あるが、

A 農協価格 の 東京都中央卸売市場国産価格 と の価

格比 で 慣行時 （95〜00年）と特栽時 （0ユ〜02年）

を比較する と 、 特栽移行後の 価格上昇は見られ な

い
。 次 に 、技術格差 だが 、移行以後、技術の 向上

と栽培方法に関する相互 監視を目的に勉強会 と現

地検討会が もた れる よ うにな り、特に 、 毎回、検

図 4　 A 農協 ミニ トマ トの単価 と単収の推移
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資料 ：A 農協資料及 び 同 管 内の 栽培 管理 指針 よ り作成 。
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討対象農家 ・圃場の 選択が 無作為 な点 に特徴があ

る 。 また、部会独自に詳細 な土壌検査 を民間業者

へ 委託 し、施肥設計 を行 っ て い る 。 こ うした活動

に よ り、 技術 の 平準化 、 底上 げが進 んだ 。 特栽へ

の 移行 は必ず しも価格の k昇 に繋が っ て い な い も

の の 、 こ の よ うな活動 を背景 とした単収増加が収

益性 を カ バ
ー

し て お り、部会全体で の 特栽へ の 移

行 ・継続を支 えて い る と考えられ る （図 4 ）。

V 　終 わ りに

　最後 に 、 本稿で 得 られ た結果 を要約す る 。 ま

ず、減農薬栽培等 へ の 取 り組み の程度は、基本的

には、減農薬栽培等の 技術が どこ まで確立 されて

い る かに左右 されて い る 。次 に、促成 きゅ う りと

促成ピー
マ ン にお ける農協部会で の特栽へ の 移行

状況か らは 、 規模 の 小 さな部会ほ ど特栽に しろ慣

行に しろ部会全体で の 共販 を選択す る傾向が 強い

こ とを指摘 し、こ の要因 と して 、共販の 販売力 へ

の 影響、部会 の 意思統一と統制 の 取 りやすさ、集

出荷対応、認証 事務労力 の 増 加を挙げた。ミニ ト

マ トは 、 県内の 主要産地の農協部会に お い て も部

会全体で の 取 り組みが 進ん で い る特殊ケ
ー

ス に見

え るが 、 部会の 規模 とい う点で は 、 部会の 分割 に

よ る デ メ リ ッ トが 同様 に働 い て い る こ とが 分 か

る 。

　また 、 減農薬栽培等の 部会全 体で の 共販 を維持

するため に 、い か に限界的な生産者 に対 して 減農

薬栽培等 を行う経済的条件 を満たすか とい う点 を

強調 し た 。 特に 、ミ ニ トマ トの 事例で は 、こ れ が

特栽の価格プレ ミア ム に よる もの では な く、むし

ろ 、 検討会等で の 技術向上 に よる収量増加が限界

的生産者の 参加 を維持 して い る こ と を示 した 。

　今回は移行条件につ い て整理 したが、グ ル ープ

化 と全体の どちらで 移行すべ きか 、 また フ ォ ロ ー

す べ き点は何か な ど、事例毎に 示すため に 、部会

の 意思決定の 理論化 と計量化の 枠組み を検討する

こ とが今後 の 課題で ある 。
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　This　paper　outlines 　the　following　three　conditions 　for　shifting 　to　reduced 　pesticide　cultivation （RPC）

in　Japanese　Agricultural　cooperatives 　OAs）of　Miyazaki　prefecture．　The 　first　condition 　is　that　the

average 　ratio 　of　certified 　area 　depends　on 　widespread 　establishment 　of　RPC 　techniques．　Second，
　JAs

with 　relatively 　small 　numbers 　of　producers 　show 　high　tendency 　to　shift 　to　RPC 　completely ．　This

depends　on 　l）the　bargaining　power 　of　joint　selling ，2）the　difficulty　in　unifying 　members
「
opinions ，3）

the　collecting 　and 　shippi 【1g　facilities，
　and 　4）the　burden　of　certification 　in　JA．　Third，　in　the　case 　of　the

mini −tomato，　the　economic 　condition 　of　participation，　especially　for　marginal 　producers，　is　satisfied

not 　by　premium 　but　by　imprQvement 　of　their　skills ．
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